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研究成果の概要（和文）：平常時における国から地方への出向人事については、国からの押しつけとする見解と
自治体の自主的な招聘とする見解が対立しているが、東日本大震災の被災自治体への出向については、自治体サ
イドからの強い招聘に基づくものであったことが明らかになった。
　また、出向者の役割についても、①国との間の意思・情報の伝達役にとどまらず、国との激しい攻防を経て、
交渉を軟着陸させる役割であったこと、②復旧・復興に係る関係者間の合意形成に際し、時に憎まれ役になり、
時に一歩引いた視点から冷静な意見を提示する役割を期待されていたこと、が平常時と比べて特に特徴的である
ことが判明した。

研究成果の概要（英文）：  The central government frequently dispatches officials to local 
governments. There are criticisms that this system allows the central government to control local 
governments by imposing its own employees. However, an argument could also be made that local 
governments are actively asking the central government to send officials because such a practice 
will confer various benefits. As for the affected local governments after the Great East Japan 
Earthquake, this study found that they strongly asked the central government to send officials.
  Regarding the role of national government officials on loan to affected local governments, this 
study found the following aspects. These officials aimed at a soft landing for negotiations between 
the central and local governments, and they occasionally expressed an independent opinion in a scene
 requiring consensus building.

研究分野：行政学、地方自治論
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１．研究開始当初の背景 
東日本大震災では、14市町村の庁舎が損壊
し、公務中に死亡・行方不明となった行政職
員も 330人に上る。復旧・復興の先頭に立つ
べき役場自体が機能麻痺状態に陥り、近隣の
市町村も同様の状況に置かれていたため、近
隣からの応援は望むべくもなかった。それ故、
従前は殆ど行われなかった遠隔自治体から
の職員派遣が活発に行われ、数多くの自治体
職員が被災自治体の応援業務に従事した。 
被災自治体の復旧・復興業務の支援に入っ
たのは自治体職員だけではない。国からの出
向官僚を副市長などの幹部ポストに迎えた
被災市町村も多数存在する。例えば、宮古市、
石巻市、南相馬市は総務省から、釜石市は国
土交通省と財務省から、大槌町は国土交通省
から、陸前高田市は内閣府から、震災後にそ
れぞれ副市長・副町長を迎えている。これは
平常時にはあまり見られなかったパターン
の出向人事である。中央のキャリア官僚が政
令市でも中核市でもない一般の市や町の副
首長で出向するのは余程の特殊事情がある
場合に限られる。 
東日本大震災のような大災害に遭遇した
場合、自治体はどのように対応すべきか。発
災直後には様々な議論がなされたが、その中
には効率性を重視し、災害時にはもっと地方
自治体に対する集権制を強め、中央政府が指
示して自治体職員を動かすことができるよ
うな仕組みを作るべきだとする主張も見ら
れた。中央地方関係で考えると、災害時は自
治体の自律性を抑制しつつ集権的に国家が
コントロールするという議論につながる。 
中央官僚の地方出向については、従来、相
反する２つの解釈がなされてきた。国が地方
をコントロールするために中央官僚を地方
に押しつけてきたとする解釈と、地方の側に
出向官僚を受け入れる利益動機が大きかっ
たことを重視する解釈である。今般の被災地
への出向はどのように解釈すべきか。災害時
は国が地方をコントロールすべきという発
想の下で行われたものなのか。それとも、被
災市町村からの求めに応じて行われた出向
なのか。後者であるならば、被災市町村は復
旧・復興行政において具体的にどのような利
益を期待したのか。そして結果的にその利益
を得ることができたのか。この点を追求した
研究はそれまでには存在していなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、東日本大震災の被災市町村に対
する国からの垂直的な人的支援の一つであ
る中央官僚の出向について、その経緯、実態、
効果等を明らかにするとともに、被災市町村
はなぜ中央官僚の出向を必要としたのか、そ
の政治的・行政的要因を明らかにすることを
目的とする。 
 被災市町村への中央官僚の出向について
は、平常時の出向とはパターンが大きく異な
るものの、そのような出向が実行された政治

的・行政的要因を学術的に検討した研究は今
のところ殆ど見られない。本研究は、震災対
応時の自治体運営体制の実態解明を関係者
の記憶がまだ鮮明なこの時機を逃さずに行
うことで、非常時における中央地方関係の実
態を明らかにするとともに、それをもとに中
央地方関係の理論モデルを検証し、非常時に
おける国と地方の役割分担のあり方につい
ての示唆を得ようとするものである。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的は、①被災市町村への中央官
僚の出向の経緯、実態、効果等を明らかにす
るとともに、②被災市町村が中央官僚を必要
とした政治的・行政的要因を明らかにするこ
とである。加えて、①②を踏まえた非常時に
おける中央地方関係の考察を通じ、③日本の
中央地方関係についての理論モデルを検証
し、非常時における国と地方の役割分担のあ
り方についての示唆を得ることも、本研究の
重要な目的である。 
本研究に際しては、まず、①②について、
国及び関係市町村の報道資料や議会議事録、
新聞・雑誌記事、関係者の手記、研究者によ
る被災地研究論文等を分析するとともに、関
係者に対するインタビュー調査を行った。ま
た、③については、①②の結果を踏まえると
ともに、国・地方の役割分担に関するこれま
での議論を振り返りながら考察を行った。 
 特に、実態の解明に大きな効果を発揮した
のが出向当事者に対するインタビュー調査
である。被災自治体への出向経験を有する複
数の総務官僚へのインタビューにより、派遣
に至る経緯から帰任に至るまでの様々な実
態が明らかになった。 
 
４．研究成果 
 本研究の目的①②に関しては、被災市町村
の自治体運営にどのような変化が生じ、どの
ような人材を必要としたのかについて、国及
び関係市町村の報道資料や議会議事録、マス
コミ報道、関係者の手記、研究者による研究
論文等を渉猟し、時間軸に沿った整理を実施
した。同時に、被災市町村にどのような経歴
を持つ人材が実際に出向してきたのかを明
らかにするため、各種名簿等を用いて当該出
向官僚のキャリア分析も行った。さらに、そ
れらの背景を踏まえつつ、実際に被災自治体
に出向した中央官僚へのインタビュー調査
を実施した。その結果、以下の事実が明らか
となった。 
 未曾有の被害を受けた被災自治体では、膨
大な復旧・復興業務に直面していた。その多
くが何らかの形で国に出向を強く要請し、副
市長などの幹部ポストに受け入れていた。出
向元省庁は、国土交通省、財務省、経済産業
省、内閣府など多岐にわたるが、最も多かっ
たのは総務省であった。 
出向官僚の受入れは、これまでに経験した
ことのない種類かつ膨大な量の業務を推進



するにあたり、様々な行政経験を有し、法令
解釈等にも通じた人材を確保して、庁内の復
旧・復興業務のとりまとめ役を担わせるとと
もに、多忙を極める首長の補佐役として充て
ることにあった。もちろん国とのパイプ役も
期待されたが、実際には国との間の意思・情
報の伝達役にとどまらず、国との激しい攻防
を経て交渉を軟着陸させる役割も求められ
た。インタビュー対象者によれば、「地元職
員が持っている知識と国から得た情報を総
合的に勘案して着地点を見つけるような役
割」が強く求められていたのである。また、
復旧・復興に係る関係者間の合意形成に際し、
時に憎まれ役になり、時に一歩引いた視点か
ら冷静な意見を提示するという、アウトサイ
ダーならではの役割も期待された。 
なお、今回の研究では、発災直後に行われ
た総務省からの短期応援派遣についても併
せて調査研究の対象とした。短期応援派遣に
おいては、後に行われた出向派遣とは異なり、
自治体の外から問題点を観察するのがミッ
ションであった。そして、そこで求められた
のも、時に近視眼的になりがちな当事者とし
ての視点ではなく、第三者としての冷静な観
察眼であり、出向派遣の場合と共通する部分
が認められた。 
 また、同じく目的③に関しては、中央地方
関係に関する先行研究のレビューを行い、既
存の理論モデルについて検証を進めるとと
もに、国と地方の重要な結節点の一つである
都道府県東京事務所と中央省庁との関係に
ついても調査した。さらに、平常時における
中央官僚の地方出向についてデータの収
集・分析も行い、近年の動向の変化を把握す
るとともに、非常時の地方出向との相違点の
検証を進めた。 
 平常時における国から地方への出向人事
については、国からの押しつけとする見解と
自治体の自主的な招聘とする見解が対立し
ているが、本研究を通じ、東日本大震災の被
災自治体への出向については、自治体サイド
からの強い招聘に基づくものであったこと
が明らかになった。 
自治体で幹部を担う人材が不足していた
時代には、国からの出向が不可欠であった。
しかし、地元人材の育成が進むと、必要があ
れば関係省庁から中央官僚を引っ張ってく
るといった、より戦略的な人事を行うように
なっていった。地方分権一括法が施行された
2000 年以降になると、特にその傾向が顕著に
なった。近年は、地方創生の影響もあり、か
つては国からの出向が少なかった市町村に
おいて、自治体サイドからの強い要望を受け
て国が職員を派遣する例が増えていった。こ
れは省庁名簿の分析からも明らかである。 
また、中央地方関係の変化を見るため、国
と地方の結節点である自治体の東京事務所
の活動についても分析を行った。その結果、
かつては上意下達の情報伝達機関や陳情の
拠点といった存在であった東京事務所が、中

央省庁職員と協調関係を築いて双方の必要
とする情報を適宜融通し合うような存在へ
と変化を遂げていることが確認できた。 
 かつて垂直的な統制関係にあった中央地
方関係は、現在では相互依存関係に変化して
いることが、出向人事を通じても、また、国
と地方の結節点である東京事務所の活動を
通じてもうかがえる。非常時においても両者
の緊密な連携・協力が求められることはもち
ろんであるが、自治体が被災して十分な行政
能力を発揮できなくなった場合には、国が垂
直的な統制を発動するのではなく、被災自治
体が求めるポストに国が必要な人材を送る
形で関与するだけでも大きな効果が得られ
ることが、本研究から示唆された。 
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